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5. 結論 

5.1 燃料電池のリサイクル法の確立 

 貴金属触媒の分布について測定したところ，膜電極接合体の作製法によっても貴金属

の存在割合が異なることから，リサイクルの観点から市販する際には作製法を燃料電池

に明示することが望まれる。塩酸-過酸化水素混合溶液，加熱塩酸を用いた Pt 溶出試験

を行い，Pt 溶解速度を求めた結果，王水が も Pt を速く溶解できたが，電気化学的手

法を用いた Pt 溶解速度には及ばず， 大 Pt 溶解量も 80%前後に留まってしまうことが

明らかとなった。さらに溶液を調製した直後から，多量の酸化剤ガスの発生が確認され，

化学的手法を用いた Pt 回収法の共通の課題として，Pt 回収量の向上が必要である点と

化学量論的使用が困難である点が挙げられる。 

 電気化学的手法による Pt 溶出試験を行い，電位走査範囲依存性を調べた結果，電位

走査範囲が-0.1~1.0V から，0.3~1.4V へシフトすることで Pt の溶解速度が上昇したこと

より，今回測定した条件の中で，上限電位が高いほど，Pt を効率よく溶解可能であるこ

とが示唆された。また，電位走査波形の Pt 溶解速度依存性について詳しく調べたとこ

ろ，一定電位を長時間与え続けるよりも，のこぎり波，矩形波の様に電位を振動させる

ことで， 10 倍以上の速度で Pt を溶解できることが明らかとなった。これは，0.8V (vs 

RHE)付近で Pt 表面に生成する Pt 酸化皮膜が Pt の溶解を抑制するところを，電位を低

電位側に絶えずシフトすることで，Pt 酸化皮膜が除去され，結果として，Pt 溶解速度が

上昇したと考えられる。また，実験を行い も早い Pt 溶解速度が得られた波形が，図. 

2.1.6 (h)に示すのこぎり波であった。 

 さらに LCIA を用いて各 Pt 回収方法を環境負荷の面で比較したところ，電気エネルギ

ーを考慮すると電気化学的手法の環境負荷が大きくなった。電位幅を 適化するなどで

電力使用量を低減させていくことが今後の課題である。 

 

5.2 固体高分子形燃料電池を廃棄にともなう環境影響評価 

本研究では廃燃料電池中に含まれる触媒重金属の溶出性と溶出液の毒性について検

討した。 

溶出性については現在，燃料電池の電極触媒として研究されている NiCoFe/C 燃料電

池の電極触媒を合成し，pH を 5.0，7.0，9.0 と変化させて溶出試験を行った。結果とし

て pH5.0，7.0，9.0 の順で溶出する割合が増加するという結果が得られた。メラミンと

ホルムアルデヒドは 6.0，4.8 ppm 検出された。 

また，Ni，Co の単体毒性試験では Ni は pH 変化による毒性の変化は見られなかった

が，Co の pH6.2 では pH7.0，7.9 と比較すると毒性が軽減されている結果となった。

NiCoFe/C 燃料電池触媒の pH5.0，7.0，9.0 で溶出させたときに得られた溶出液の毒性は

pH5.0 では毒性の発現が見られたが，pH7.0，9.0 では毒性の発現が見られなかった。 

 溶出液のNi，Co，メラミン，ホルムアルデヒドの毒性への寄与を計算した結果2.2 %，
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20 %，0.075 %，11 %であった。また，Ni，Co，ホルムアルデヒドは EC50 と同等の溶

出濃度にも関わらず，寄与が 50%にも満たないことから，機器分析による濃度の測定だ

けではなく，生物に曝露する毒性試験も行う必要があることが示唆された。Ni，Co，メ

ラミン，ホルムアルデヒドの相互作用を等効果線法により計算したところΣCi/Gi が

1.59 と 1(-)以上の値を示し，毒性物質間の相互作用は拮抗であった。 

以上のことより現在研究されている NiCoFe/C 燃料電池電極触媒は pH が減少すると

重金属の溶出量が増加し，有機物も溶出するので環境に悪影響を与えることが示唆され

た。また，溶出試験による環境影響の評価だけでなく生物に曝露する毒性試験の必要性

も示唆された。燃料電池の電極触媒からは毒性を発現する懸念があるため，電極で使用

されている重金属の再資源化を行う必要がある。 
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